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１．はじめに 

 当学会は、日本の学術団体において多くのキャリアコンサルタントを会員として擁する学会である。

働く人が心身ともに健康で、それぞれの個性と役割が十分に発揮されることを目指すべく、キャリアコ

ンサルティングに関する様々な研究および実践活動を推進している。特に当学会の長きにわたるスーパ

ーバイザー養成の取り組みには定評があり、厚生労働省が進める「中長期的なキャリア形成を支援する

ためのキャリアコンサルタント向け研修」にも協力を行っているところである。 

さて、2023 年 12 月に厚生労働省によって取りまとめられた「キャリアコンサルタント登録制度等に

関する検討会報告書～キャリアコンサルタントがその役割を果たしていくために～」においては、キャ

リアコンサルタント「更新要件の見直し」に関して、今後の検討課題が以下の通り示されていた。

 

 

 

 

 

スーパービジョンとは、「スーパービジョン関係に基づいて、スーパーバイジーが自らの専門職とし

ての課題を適切に自己評価し、その課題に主体的に取り組み、解決できるように援助するための継続的

な援助関係であり、その過程を通して専門職としての発達・自律を促進する活動」とされている（特定

非営利活動法人キャリアコンサルティング協議会，2020）。 

今回の提言はキャリア形成を支援する学術団体として、特に国家資格キャリアコンサルタントの相談

対応能力を高めていくことを目的に検討されたものである。スーパービジョンの活用、キャリアコンサ

ルティングの実践機会の確保、そして学術活動への参加推進を通じ、全国民の個性と役割が十分に発揮

されることを期待したい。 

特に、スーパービジョンを受けることは、実践力向上に係る高い効果が期待されるものであり、

今後、キャリアコンサルタントが真に社会から求められる存在となっていくために普及を図ってい

くことが不可欠である。その普及促進を図っていくに当たり、技能講習の受講を原則とした上でス

ーパービジョンや実務を通じた実践力向上の取組をその代替として位置づける現行の仕組みを維持

することが最適かどうかを含めた検討が必要である。 



２．提言の背景 

 

①．「キャリアコンサルタント」資格化の経緯 

「キャリアコンサルタント」資格に関連して、最初に大きな動きがあったのは 2001 年である。この

年、職業能力開発の基本法である「職業能力開発促進法」が改正、施行された。この法律の施行と同時

に「第 7次職業能力開発基本計画」（2001 年～2005 年）が策定され、キャリアコンサルティングを行う

人材の養成と確保の課題が示された。この課題に向けた施策として 2003 年に、厚生労働省に認定され

た 7機関により標準レベルのキャリア・コンサルタント試験が実施された。 

その後、国家検定制度として、労働者の有する技能を一定の基準により検定して公表する「キャリア

コンサルティング 2級技能士」試験が 2008 年から、2011 年からは「キャリアコンサルティング１級技

能士」試験が開始された。さらに、2015 年 10 月に勤労青少年福祉法等の一部を改正する法律が可決さ

れ、「キャリアコンサルタント」の国家資格化が 2016 年 4 月から施行された。2016 年以降、国家資格キ

ャリアコンサルタントの試験が行われ、現在、名称独占となっているキャリアコンサルタントの登録者

数は 75,137 名（2024 年 8 月時点）にのぼる。 

このように、「キャリアコンサルタント」登録者のルートには、「①標準レベルのキャリア・コンサル

タント試験合格者（2003 年～2016 年 3月）」、「②キャリアコンサルティング 2級技能士合格者（2008 年

以降）」、「③国家資格キャリアコンサルタント試験合格者（2016 年 4月以降）」と大きく 3つに分けるこ

とができる。 

 

②．日本キャリア・カウンセリング学会の経緯 

 前身の「日本産業カウンセリング学会」は 1996 年 3 月に創設された。その後、2021 年に「日本キャ

リア・カウンセリング学会」と改名した後は、キャリア、カウンセリング、および、メンタルヘルス等

に関わる研究と各領域の実践等から得られた知見等を発信、情報共有することで、個人の成長と組織・

社会の発展に貢献してきている。現在会員数は、1047 名（2024 年 9 月時点）にのぼる。 

 この 28年もの間、当学会の歴代の会長をはじめとする理事たちが、厚生労働省および委託事業者に

よる各種検討会にて座長や委員として関与し、「職業能力開発基本計画」の策定、「キャリアコンサルタ

ント」の資格化およびその後のあり方、実態調査などにて進言してきた。また、現在、厚生労働省で開

催されている「キャリアコンサルタント登録制度等に関する検討会作業部会」においても多くの理事が

委員を務めている。 

 

③. キャリアコンサルタントをめぐる昨今の状況 

現在、「第 11 次職業能力開発基本計画」（2021 年～2025 年）に沿って、職業能力開発施策が進められ

ている中で、労働者の自律的・主体的なキャリア形成支援の１つとして、労働者がキャリアコンサルテ

ィング等を通じて定期的に自身の能力開発の目標や身に付けるべき知識・能力・スキルを確認すること

ができる機会を整備することが求められている。 

 さらに、2023 年 12 月に公開された「キャリアコンサルタント登録制度等に関する検討会報告書」で

は、今後の検討課題の中で、更新要件の見直しとして、「スーパービジョンや実務の位置づけ、技能講

習が選択制であることについての検証、領域等に応じて必要とされる知識・技能の向上やスーパーバイ



ザーの養成・指導力向上を進める方策等」が挙げられた。 

 そして、8年ぶりに改訂された「キャリアコンサルタント倫理綱領（2024 年 1月 1日改訂）」では、

「質の高い支援を提供するためには、自身の人間としての成長や不断の自己研鑽が重要」とし、「経験

豊富な指導者やスーパーバイザー等から指導を受ける等、常に資質向上に向けて絶えざる自己研鑽に努

めなければならない」と、自己研鑽のためにスーパービジョンを受ける必要性を挙げている。 

 

④．キャリアコンサルタントの質の向上に向けて 

 先述の通り、「キャリアコンサルタント」資格登録者は、時代の変遷と共に 3つのルートに分けるこ

とができる。それぞれのルートにおいて試験が異なると共に、キャリアコンサルティングの基礎を学習

した養成講習の詳細な内容も態様も異なる。古くは 2003 年に資格取得したものから数えると 20 年以上

経過していることになる。さらに近年、養成講習・更新機関の増加と共に、なかには講座期間の短さ、

オンライン等の受講しやすさ、費用の安さ、そして養成講習においては合格実績の高さといった特徴を

前面に出し、タイパ（タイムパフォーマンス）とコスパ（コストパフォーマンス）の良い試験対策講座

の様相を呈しているものも見受けられる。 

 キャリアコンサルタントが資格取得・登録後、継続的な質の担保のためにも、更新講習そのものの質

の担保が必要である。さらには、厚生労働省にて定めた「キャリアコンサルタント倫理要綱」や「キャ

リアコンサルタント登録制度等に関する検討会報告書」においても、スーパービジョンによって自己研

鑽を高める方針であることから、当学会としても推進支援すべく、更新制度の在り方に関して、本提言

をする次第である。 

 

 

３．提言内容 

  

 厚生労働省では、キャリアコンサルタントの登録を継続するためには、更新講習を更新期間内に一定

時間数以上受講の上、更新を行う必要があると示されている。これは、キャリアコンサルタントについ

て、試験合格時に確認した知識・技能を継続的な学習によりブラッシュアップしていることを制度とし

て確保し、キャリアコンサルタントの資質を保証することによって、キャリアコンサルタントの活用を

促進していくことを企図しているものとある。 

更新講習は、知識の維持を図るための講習（知識講習）と技能の維持を図るための講習（技能講習）

から構成されており、キャリアコンサルティングを適正に実施するために必要な知識の維持を図るため

の知識講習は 8時間以上、キャリアコンサルティングを適正に実施するために必要な技能の維持を図る

ための技能講習は 30 時間以上となっている。ただし、キャリアコンサルティングの実施、または 1 級

キャリアコンサルティング技能士より実技指導を受けた場合、 10 時間以内に限り、技能講習を受けた

こととみなされる。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省が 2023 年 12 月に取りまとめた『キャリアコンサルタント登録制度等に関する検討会報告

書』によれば、登録更新に当たっては、より上級のキャリアコンサルタントからキャリアコンサルティ

ングの実務に関する指導（以下「スーパービジョン」という。）を受けることやキャリアコンサルティ

ングの実務に従事することは、講習の受講と同様にキャリアコンサルタントの技能の維持・向上に資す

るものであり技能講習に代替するものと考えられることから、1級技能士により行われるスーパービジ

ョン及びキャリアコンサルティングに係る実務について、合わせて 10 時間以内に限り技能講習とみな

す仕組み（いわゆる「控除」の仕組み）が設けられていると示されている。 

更新状況を見ると、最初の更新時期を迎えた令和 3年度の更新率は 69.0％、令和 4年度は 70.6％と

なっている。当該 2年間に更新を受けた者のうち、スーパービジョンを受けたことによる控除を活用し

た者は 0.7％、実務従事による控除を活用した者は 35.3％であった。スーパービジョンは、キャリアコ

ンサルタントの知識・技能の向上、実践力強化を図る上で高い効果が期待されているにもかかわらず、

１級技能士によるスーパービジョンを受けたことによる更新講習時間の控除の仕組みの利用は１％に満

たず、またキャリアコンサルタントとしての能力の維持・向上のためにスーパーバイザーによる助言・

指導を受ける者も約 1 割に過ぎないという現状である。 

また、スーパービジョンの広がりが見られない要因としては、１級技能士が未だ 600 人あまりであ

り、多くの県で１桁にとどまっているという現状を踏まえると、「指導者がいない、または探し方がわ

からない」 という「指導者不足」が大きいものと考えられ、スーバーバイザーの養成も課題となる。

そこで、指導者レベルの知識・技能に係る資格である技能検定１級合格者の増加に向け、２級技能士に

対し１級取得への取組を促すこと及び国家資格キャリアコンサルタントに対し技能検定受検に向けた取

組を促すことが重要であるであることからも、今回の提言によって、これらの課題を解決する糸口とし

たい。 

さらに、キャリアコンサルタントの自主的な学び・実践の促進として、「キャリアコンサルタント同

士のネットワークを通じた経験や情報の共有」や、「キャリアコンサルティングの普及促進のための 

キャリアコンサルティングの効果の明確化・周知」があげられるが、これらは各職能団体での学びに加

えて、学会活動が挙げられる。実際に、学会誌に投稿したり、学会の大会などで、実践発表をすること

を更新講習に要件に加えることで、キャリアコンサルタントの自主的な学び・実践の促進を促し、社会

へ向けたキャリアコンサルティングの普及促進へ一石を投じることになると考えられる。 

【現行の更新制度】 

Ａ．キャリアコンサルティングを適正に実施するために必要な知識の維持を図るための講習につき

8 時間以上 

Ｂ．キャリアコンサルティングを適正に実施するために必要な技能の維持を図るための講習につき

30 時間以上 

ただし、以下の事由は合計 10時間以内に限り上記 B（技能）の講習を受けたこととみなされる。 

・技能検定キャリアコンサルティング職種 1級に合格したキャリアコンサルタントから、キャリア

コンサルティングの実務に関する指導を受けた時間 

・キャリアコンサルティングの実務に従事した時間 



 

このような状況を踏まえ、キャリアコンサルタント資格の５年更新に関し、実務指導もしくは実務従

事の 10 時間の位置づけを以下の通りに変更し、必須とする提言を行いたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．提言の意味 

 

① 実務従事のカウント廃止 

 

「第 2回キャリアコンサルタント登録者の活動状況等に関する調査」（労働政策研究・研修機構，

2023）によると、登録されているキャリアコンサルタントの「キャリアコンサルティングに関連する活

動の有無」は以下の図の通り、2013 年の 84.9％を頂点として「活動している」は、2017 年は 79.8%、

2022 年には 70.3%と減少している。国家資格化後、キャリアコンサルタント資格の取得者は増加してい

るが、一方、その増加分に見合った活動先・活動場所が十分ではないことが示唆される。 

 

【提言】 

① 実務従事のカウントは廃止とする 

② 実務指導を以下Ａ～Ｃの３種に分類し、合計 10時間を必須とする 

 Ａ．１級技能士からスーパービジョンを受けた時間 

 Ｂ．２級技能士からキャリアコンサルティングを受けた時間 （このＢの分類に関しては将来的に撤廃

もありえる） 

Ｃ．日本キャリア・カウンセリング学会での発表（※1）。 

※1 発表とは大会の研究発表、シンポジウム等の発表（司会や指定討論を除く）、論文投稿（書評は除く）を対象と

する。発表１回を５時間分に換算し、Ｃ分類のカウントは１回までとする。 



活動していない理由としては、「キャリアコンサルティングとは関係のない組織、部署等に所属して

いる」（53.4%）が最も多く、次いで先述の通り「周囲にキャリアコンサルティングの仕事（ニーズ）が

ない」（34.7%）、「自分自身の専門的スキル・知識に自信がない」（16.7%）が挙がっていた。これらは、

実務経験を積む機会の不足に加え、実務に対する自己効力感の低さが想定される。 

キャリアコンサルタントの受験者は増加傾向にあるなかで、キャリアコンサルティングに関連する活

動を行っていないキャリアコンサルタントの比率が高まっている傾向は、今後も継続していくことが予

想できる。この層の実務経験を増やしていくことが重要な課題といえよう。 

更新講習の時間数の延長は、キャリアコンサルタントの時間的・経済的負担を高めてしまう可能性も

高い。よって、キャリアコンサルティングの資質向上を目的とした更新制度においては、実務従事のカ

ウントを廃止し、以下に述べる A,B,C の 3 種の実務指導を提言する。 

 

②－Ａ １級技能士からスーパービジョンを受けた時間 

心理臨床分野においては、スーパービジョンがカウンセラーのスキルの維持と成長に重要であると示

されている(Bernard & Goodyear, 1998)。また、スーパービジョンを受けたカウンセラーは、受けてい

ないカウンセラーに比べて、カウンセリングへの自己効力感が高まり、カウンセラーとして取るべき行

動を行えるとされている（Larson,L.M., Suzuki,L.A., Gillespie,K.N., Potenza,M.T., 

Bechtel,M.A., Toulouse,A.L.1992）。 

一方、キャリアコンサルタントにおいては、倫理綱領でスーパーバイザー等から指導を受けるなどの

自己研鑽が求められているが、スーパービジョンを受ける機会がないキャリアコンサルタントが多い現

状が課題となっている（宮城,2013）。 

提言②－Ａは、資格更新に必要な更新講習にスーパービジョンを受ける仕組みを義務付ければ、少な

くとも、現在よりもスーパービジョンを受けるキャリアコンサルタントが増加し、キャリアコンサルタ

ントの技能向上に加えて、その先のクライエントにより良い支援が提供できると考え、提言する。 

 

②－Ｂ ２級技能士からキャリアコンサルティングを受けた時間 

キャリアコンサルタントの活動領域の拡大に伴って、領域によるキャリアパスが異なると想定されて

おり、キャリアコンサルタント自身の資格取得後のキャリア形成は、これまで以上に課題となってい

る。「第 2回キャリアコンサルタント登録者の活動状況等に関する調査」では、キャリアコンサルタン

トとしての能力の維持・向上方法として「特に何もしていない」（11.1%）「どこで何をすれば良いか分

からない」（9.3%）が挙げられていた。特に資格取得から最初の更新に達していない者は「どこで何を

すれば良いか分からない」（13.4%）、「特に何もしていない」（13.7%）と回答し、更新後の者と比較して

能力の維持・向上方法がイメージしにくいと考えられる。 

松本ら（2021）は、キャリアカウンセラー自身がキャリアカウンセリングを受けた経験に関する調査

研究を行い、受けた経験の有無を取得資格や取得後の年数等でクロス集計を行ったところ、受けた経験

の有無は技能習得とも関連する可能性が示唆されている。提言Ｂは、熟練レベルのキャリアコンサルテ

ィング技能士による、ライブプレイのキャリアコンサルティングを受ける仕組みの導入によって、キャ

リアコンサルタントの相談場面とクライエント体験の双方を創出でき、キャリアコンサルタントタント

自身のキャリア形成技能の向上も見込めると考え、提言する。 



 

 

②－Ｃ．日本キャリア・カウンセリング学会での発表。尚、１回の発表を５時間分と換算する。 

キャリアコンサルタントの能力要件に、個人や組織のみならず社会一般に対して、キャリア形成やキ

ャリアコンサルティングの重要性、必要性についての教育・普及が含まれている。学会の目的を鑑みれ

ば、実践や調査結果の発表は、まさに教育・普及活動に当たる。先行調査では、キャリアの専門家への

相談経験がある層ほど、相談経験が無い場合と比較して、収入や仕事内容、職場の人間関係等の満足感

が高くなる傾向が明らかになっている。このような結果を、根拠を持って企業、経営層や人事担当者等

へ提示できれば、キャリアコンサルティングの有用性が認識され、活動の場も広がり、社会インフラと

してキャリアコンサルタントが機能できる環境整備につながる。 

また、実践や調査、研究の公の場での発表は、自らの実践を振り返って客観視する過程を経験でき、

キャリアコンサルタントの技能向上にも影響があると推測できる。尚、実践の振り返り、資料作成、発

表、フィードバックの時間を考えると、１回の発表を 5時間相当としてカウントすることが妥当と考え

られる。ただし、ＳＶを必須とする本提言の趣旨からも、5時間をカウントの上限とする。 

提言Ｃは、各々が各領域で実践した結果を、客観的データと共に学会等で発表できれば、キャリアコ

ンサルタントの技能の向上につながると考え、提言する。他学会との連携対応については、更新申請手

続きの煩雑化を加味しつつ、今後の検討課題とする。 

 

５．今後の課題 

 

本提言は、当学会として初めて行う政策提言であり、色々と行き届いていない側面もあると思われる

が、是非この提言をきっかけに今後も継続して意見交換の機会を設けることができたらと考えている。

2018 年「キャリアコンサルタントの能力要件の見直し等に関する報告書」の作成においては「キャリア

コンサルタント登録制度等に関する検討会」等で、当学会特別顧問であった桐村晋次先生が座長として

報告書作成に参画されていた。キャリア形成を支援する学術団体としては、今回のキャリアコンサルタ

ント資格更新要件のことに限らず、様々なキャリアコンサルティング施策の策定に際しても貢献したく

思っている。 
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